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１．はじめに
　　近い将来東海・東南海・南海地震などの巨大地震が発生すると予測されている。
  　その際、緊急輸送道路を確保できるかどうかということが、その後の復旧に大きな影響を与えるため、その対策が喫緊の課題となっている。
　1968年十勝沖地震、1993年釧路沖地震、1993年北海道南西沖地震、2003年十勝沖地震などで道路や鉄道の盛土地盤を中心に多数の崩壊が発生した。
  緊急輸送道路の確保とういう観点では、崩積土を除去すれば通行可能になる切土法面からの落石・崩壊よりも、むしろ規模の大きな盛土の崩壊の方が深刻である。
  　このような盛土の崩壊に関する研究には、日本鉄道施設協会(1972)1)や国土交通省土木研究所ほか(2001)2)などがある。
　盛土法面の地震時安定化対策工は、「予防工」であるため、危険性が存在する箇所すべてにおいて施工する必要があるが、従来用いている対策工法では、その費用は膨大となる。
  このため対策工の低コスト化が重要な課題である。
　また、2001年4月に施行された「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」では、行政が基礎調査を行い警戒区域および特別警戒区域を住民に周知させることとなった。
  また、特別警戒区域では開発行為の許可制となり十分な安全性のための措置が講じられていないと開発できない。
　　しかし、急傾斜地崩壊防止対策事業などの公共事業において用いられてきた高規格な工法は高価であり個人の負担でできるようなものではない。特別警戒区域と指定された場合には、
  所有者自らが何らかの安全対策を行うか、または転居せざるを得なくなる。
　　個人が負担できる程度に安価で、かつ許容できる効果のある工法というものは現状では存在していないと言っても過言ではない。しかし、土砂災害防止法の基礎調査が終わり、
  住民にその結果が知らされるようになれば、否が応でもそのような対策工が必要となるものと考えられる。
　　本報告では、このような要求を満たすことができる工法（排水補強パイプ、および鋼管膨張型ロックボルト工）について紹介する。

２．排水補強パイプ
　　φ60.5mmの鋼管にストレーナー加工したパイプを盛土に圧入・打設し、
　地盤補強効果と地下水排除効果を期待する工法は、
　東海道新幹線の盛土対策工として施工され、
　すでに20年以上、100万本以上の実積がある。
　図1. に排水補強パイプの構造図を示す。これらは黒皮の鋼管を使用している。
 
　　鉄道のように、常に施設を保守点検する事業の場合には、黒皮の鋼管を使用していても日常管理においてチェックすることによりメンテナンスが可能である。
　しかし、道路盛土などにおいては、施工後に十分なメンテナンス費用をかけるというシステムになっていないため、防錆を含めてメンテナンスフリーとなる工夫が必要となる。
　　このため、今回従来の黒皮の排水補強パイプに、日新製鋼（株）が開発したZAMメッキ（マグネシウムを含んだ高耐食性亜鉛メッキ）を施し、長寿命化（恒久化）を実現した。
　排水補強パイプの効果としては、鋼管を打設することによる地盤の締め固め効果、地盤を拘束することによる正のダイレタンシー抑制効果3)がある。しかしならが、現在の補強土工法の設計手法は、
　ＪＨ基準4)による補強材の周面摩擦による引張効果が用いられているため、実験によりその効果（摩擦力度）を検証した。

. 排水補強パイプの適用対象
　盛土地盤のＮ値は、経験上3～8程度であることが多い。排水補強パイプは打設のみによって
Ｎ値20相当程度までは十分施工できるため、ほとんどの盛土地盤の対策工として適用できる。
地盤がそれよりも硬質の場合でも、小口径で穿孔した孔に沿って打設することにより強風化岩
までの打設が可能である。
　また、地震時の盛土の崩壊事例1)2)から、盛土の崩壊原因は飽和地下水が存在する箇所での
液状化が最大要因とされている。
　旧国鉄技術研究所では、震動台実験を行い、排水補強パイプが地震対策において効果が高い
と報告している（1)および池田俊雄(1999)6)）。
　本工法は、鋼管を地盤中に打撃・圧入するだけであるため、非常に低コストな工法である。
巨大地震に対する緊急輸送道路の盛土安定化対策としても十分利用できるものと考えられる。

　引抜試験は自然地盤における現場試験と、人工的に強度の異なった地盤を製作して行った室内試験の２種の試験を実施した。
室内試験と現場試験の結果を総合的に解釈すると、最大周面摩擦力は、14N - 31（kN/ ；ただしＮ≧3）となり、打込み杭の摩擦力度（2N）よりも大幅に大きな摩擦力が確保できることが判明した。


